
７川健障施第２１７号 

令 和 ７ 年 ５ 月 １ 日 

 

指定障害者支援施設 

指定障害福祉サービス事業所 

 指定障害児入所施設          開設法人代表者様 

指定一般相談支援事業所 

指定特定相談支援事業所 

 

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害者施設指導課 

 

令和７年度（令和６年度からの繰越分）障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業の

国庫補助協議について（依頼） 

 

 平素より、本市の障害福祉行政に御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、５月１日付厚生労働省の事務連絡にて「障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援

事業」の国庫補助協議が実施されることになりました。 

 つきましては、対象施設、事業内容等を御確認いただき、補助事業が実施された場合に事

業の活用を希望される事業者におかれましては、期日までに必要事項を回答してください。 

 

 

１ 事業の詳細について 

  別紙のとおり。 

 

２ 応募について 

（１）回答期日 

   令和７年５月１６日（金）まで 

（２）回答方法 

   次の資料をメールで提出してください。 

   ・応募する事業の回答様式【Ｅｘｃｅｌ】 

    ア 介護ロボット等の導入支援に応募の場合 

→「01_回答様式（介護ロボット等の導入支援事業）」 

    イ ＩＣＴの導入支援事業に応募の場合 

→「02_回答様式（ＩＣＴの導入支援事業）」 

    ウ 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援に応募の場合 

→「03_回答様式（介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業）」 



   ・製品のカタログ【ＰＤＦ】 

   ・見積書【ＰＤＦ】 

    →複数の業者から見積書を徴し、すべての見積書を提出すること。 

応募する事業の回答様式については、最も価格が低い見積書の価格を記載する

こと。 

（３）提出先 

   川崎市健康福祉局障害者施設指導課事業者指導担当 

   40sidou@city.kawasaki.jp までメールにて回答をお願いいたします。 

   ※メールの件名に「介護テクノロジー導入支援事業_○○（法人名）」と記載をお願い

いたします。 

 

 

３ その他要件等 

 ・交付申請額が１００万円を超える場合には２者以上の市内中小企業者から見積書を取

得しなければなりません。 

 ・川崎市が交付決定する前の事業着手（契約等）は認められません。 

 ・交付決定後、令和７年度中に購入及び設置を行う必要があることに御留意ください。 

・導入する機器を当該施設・事業所以外で使用することは、目的外使用となり認められま

せん。 

・国及び川崎市の予算動向等により、補助事業を実施しない場合や補助事業が採択されな

い場合があります。 

・本事業により介護ロボット等やＩＣＴを導入した施設・事業所は、施設・事業所におけ

る介護ロボット等やＩＣＴの導入状況について、当該事業に係る実績報告書及び精算

内訳書により、概ね事業完了年度の翌年度の４月末日までに、川崎市に報告していただ

きます。 

・本事業により介護ロボット等やＩＣＴを導入した施設・事業所は、実績報告書とは別に、

概ね３か月後に、客観的かつ定量的な指標に基づいて介護ロボット等やＩＣＴの導入

前後の比較を行い、生産性向上による業務効率化及び職員の業務負担軽減の効果等に

ついて、川崎市に報告していただきます。また、報告内容について自身のホームページ

等で公表していただきます。なお、川崎市及び厚生労働省が活用事例として公表等を行

う可能性があります。 

・施設・事業所が導入経費を算定するに当たっては、補助金の適正化や経済性の観点から、

あらかじめ複数の業者から見積書を徴し、原則として最低価格を提示した業者を選定

してください。 

・国において採択の可否について査定を行う際、以下の事業者による申請について優 

先的に採択されます。（川崎市では、その他の視点を踏まえた上で、川崎市としての優
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先順位を決定します。） 

①介護ロボット等やＩＣＴの導入によって得られた生産性向上による業務効率化及

び職員の業務負担軽減により、超過勤務手当等の経費に金銭的剰余が出た場合に、

当該費用を利用者が受ける障害福祉サービスの質の向上や職員の賃金改善に資す

る取組に適切に使用することとし、その旨を職員等に周知する旨を申した場合。 

②本補助事業の交付申請時において「福祉・介護職員等処遇改善加算」を算定してい

るか、あるいは交付申請後概ね３か月以内に取得見込みであることを都道府県等が

認めた場合。 

・他の国庫補助事業により補助を受けている場合は、本事業の補助対象とならないことに

留意してください。 

・別紙１－１及び１－３で、介護ロボット等を導入する場合においては以下の要件に留意

してください。 

①導入する介護ロボット等は、電気用品安全法（ＰＳＥ）認証、Ｓマーク、電磁両立

性（ＥＭＣ）試験等製品レベルでの安全性の認証がなされており、利用上の安全性

が十分に確保されていること。 

②介護ロボット等の導入時には介護従事者の負担が軽減される等、機器の有効性、効

果的な利用方法、注意事項等をメーカー等が研修するなどの十分なフォローアップ

体制が取られていること。 

③介護ロボット等の導入に際しては、サービス利用者等に対して、介護ロボット等を

活用したサービスを提供することについて十分な説明を行い、同意を得た上で実施

すること。 

・利用者の居室におけるプライバシーに配慮されていない監視目的のカメラや、施設・事

業所への設置に際し工事を伴う機器、補装具等に相当する機器等は対象外です。 

 

 

 

 

問合せ先  川崎市健康福祉局障害者施設指導課事業者指導担当 

電 話   ０４４－２００－００８２ 

ＦＡＸ   ０４４－２００―３９３２ 

メール   40sidou@city.kawasaki.jp  
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１－１ 介護ロボット等の導入支援事業 

（１）対象施設 障害者支援施設、共同生活援助、居宅介護、重度訪問介護、短期入

所、重度障害者等包括支援又は障害児入所施設 

（２）補助対象 次の①から③の全ての要件を満たすもの。 

①目的要件 

日常生活支援における、「移乗介護」、「移動支援」、「排泄支援」、

「見守り・コミュニケーション」、「入浴支援」、「機能訓練支援」、

「栄養管理支援」のいずれかの場面において使用され、介護従

事者の負担軽減効果があること。 

②技術的要件 

ロボット技術（センサー等により外界や自己の状況を認識し、

これによって得られた情報を解析し、その結果に応じた動作を

行う介護ロボット等）を活用して、従来の機器ではできなかっ

た優位性を発揮すること。 

③市場的要件 

販売価格が公表されており、一般に購入できる状態にあるこ

と。 

 

（想定される補助対象機器の例） 

・移乗介護：ロボット技術を用いて介助者のパワーアシストを

行う装着型又は非装着型の機器 

・移動支援：障害者の外出をサポートし、荷物等を安全に運搬で

きるロボット技術を用いた歩行支援機器 

・排泄支援：排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置の

調整可能なトイレや排泄のタイミングを予測する装着型のデ

バイスを活用した排泄誘導機器 

・見守り・コミュニケーション支援：センサーや外部通信機能を

備えたロボット技術を用いた機器やプラットフォーム、コミ

ュニケーションを支援する機器 

・入浴支援：ロボット技術を用いて入浴におけるケアや動作を

支援する機器 

・機能訓練支援：身体機能や生活機能の訓練における各業務（ア

セスメント・計画作成・訓練実施）を支援する機器 

・食事・栄養管理支援：食事・栄養管理に関する周辺業務を支援

する機器 

なお、利用者の居室におけるプライバシーに配慮されていない
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監視目的のカメラや、施設・事業所への設置に際し工事を伴う機

器、補装具等に相当する機器等は補助対象外。 

（３）対象経費 介護ロボット等の導入支援の実施に必要な備品購入費（ロボット

等の購入費用に限る。）、使用料及び賃借料（ロボット等の使用に要

する費用に限る。）、役務費（ロボット等の初期設定に要する費用に

限る。） 

※介護ロボット等のメンテナンスに係る経費及び通信に係る経費

は補助対象外。 

※購入を原則とするが、リース又はレンタルの場合は年度末まで

のリース又はレンタル料を限度とする。 

（４）補助割合 直接補助：国１／２ 都道府県等１／２ 

間接補助：国１／２ 都道府県等１／４ 事業者負担１／４ 

（５）導入機器１台

当たりの補助対象額 

・移乗介護、入浴支援 

 10 万円以上 100 万円以下 

・移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション支援、機能訓

練支援、栄養管理支援 

 10 万円以上 30 万円以下 

※この場合において、複数の分割可能な部分で構成される介護ロ

ボット等については、当該介護ロボット等としての最低限の機

能を有するまとまりをもって１機器とする。 

（６）１施設・事業

所に対する基準額

（補助上限額） 

・障害者支援施設１施設あたり：2,100 千円 

・グループホーム１事業所あたり：1,500 千円 

・その他事業所１事業所あたり：1,200 千円 

※障害者支援施設事業者等が一つの施設・事業所において、１－１

（１）の指定を複数受けている場合は、１施設・事業所として補助

上限額を適用するものとする。 

 

１－２ ＩＣＴの導入支援事業 

（１）対象施設 ・ＩＣＴ機器の導入支援 

障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施

設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着

支援、自立生活援助、共同生活援助）、障害者支援施設、一般相

談支援、特定相談支援 

・ＡＩカメラ等の導入支援 

療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練、就労
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移行支援、就労継続支援、自立生活援助、共同生活援助、障害者

支援施設 

（２）補助対象 ①情報端末（タブレット端末・スマートフォン等ハードウェア、イ

ンカム） 

②ソフトウェア（開発の際の開発基盤のみは対象外） 

③ＡＩカメラ等 

④通信環境機器等（Ｗｉ-Ｆｉルーターなど） 

⑤保守経費等（クラウドサービス、保守・サポート費、導入設定、

導入研修、セキュリティ対策など） 

 

※①については、業務効率化及び職員の業務負担軽減に効果のあ

るハードウェアが対象である。（例：障害福祉サービス等の提供

に関する記録の入力が支援提供場所で完結し、また、その場で利

用者の情報を確認できるタブレット等のほか、職員間の情報共

有や職員の移動負担を軽減し、効率的なコミュニケーションを

図るためのインカムなど、ICT 技術を活用したもの。） 

※②については、次のいずれかに該当する製品を対象とする。いず

れの場合も研究開発品ではなく、企業が保証する商用の製品で

あること。 

・施設・事業所での業務を支援するソフトウェアであって、

記録業務、情報共有業務（事業所内外の情報連携含む。）、

請求業務を一気通貫（転記等の業務が発生しない）で行う

ことが可能となっているものであるもの。 

・バックオフィス業務（業務効率化に資する勤怠管理、シフ

ト表作成、人事、給与、ホームページ作成などの業務）の

ためのソフトウェアであって、転記等の業務が発生しな

い一気通貫（転記等の業務が発生しない）の環境が実現で

きるもの。 

※③については、次の要件に該当する場合に対象とする。 

・防犯、虐待防止、事故防止など、利用者の安心安全のため

に活用するためのカメラであること。 

・居室等の生活空間ではなく、共用スペースや、目の届きに

くい建物内外の死角に当たる場所等が撮影範囲となるよ

うに設置すること。 

・カメラにより特定の個人を識別することができる映像又

は画像（以下、「映像等」という。）を取得する場合、当該
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映像等は「個人情報保護法」（平成１５年法律第５７号）

第２条に規定する「個人情報」に該当するため、同法の規

定を遵守すること。 

・利用者や来訪者が防犯のためにカメラにより撮影されて

いることを容易に認識できる状態で設置するとともに、

カメラが作動中であることや、撮影した映像等を警察等

に提供する場合があることを設置場所等に掲示するこ

と。 

・カメラの設置については、必要に応じて、利用者や家族等

に事前に周知することとし、カメラの設置趣旨・目的等に

ついて十分に説明するほか、映像の保管・管理体制の整備

を行うこと。 

・撮影した映像等を、利用者の生活状況を共有する目的で

家族等に提供するなど、本来の目的外で第三者に提供し

てはならないこと。 

※④、⑤については、①、②、③の導入に必要なものに限り対

象とする。 

※当該年度中に係る経費のみを補助対象とする。 

※購入を原則とし、リース又はレンタル費用については、補助対象

外とする。 

※インターネット回線使用料等の通信費、その他本事業の目的・趣

旨から逸脱している経費は補助対象外とする。 

（３）対象経費 ＩＣＴ導入支援の実施に必要な工事費、報償費、旅費、需用費、役

務費、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、補助金 

（４）補助割合 直接補助：国１／２ 都道府県等１／２ 

間接補助：国１／２ 都道府県等１／４ 事業者負担１／４ 

（５）１施設・事業

所に対する基準額

（補助上限額） 

１施設又は事業所あたり：1,000 千円 

（６）その他留意事

項 

川崎市において、ICT 導入に伴う研修会を開催します。本研修会へ

の参加が、障害福祉サービス事業者等が ICT 導入に伴う補助を受

けるための要件とされます。 

 

１－３ 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

（１）対象施設 ・介護テクノロジーのパッケージ型による導入 

障害者支援施設、共同生活援助、居宅介護、重度訪問介護、短期
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入所、重度障害者包括支援 

・見守り機器の導入に伴う通信環境整備 

障害者支援施設、共同生活援助 

（２）補助対象 介護ロボット等やＩＣＴを複数組み合わせて導入する場合。 

※介護ロボット等やＩＣＴの導入における要件や補助対象等につ

いては、１－１及び１－２の内容を準用する。ただし、パッケー

ジ型の導入支援を行う場合は、１－１（５）に規定する介護ロボ

ット等の１機器当たりの上限額については適用しない。 

（３）対象経費 ①介護テクノロジーのパッケージ型による導入に伴う経費 

 ・介護ロボット等の導入支援の実施に必要な備品購入費（ロボ 

ット等の購入費用に限る。）、使用料及び賃借料（ロボット等の

使用に要する費用に限る。）、役務費（ロボット等の初期設定に

要する費用に限る。）、補助金 

・ＩＣＴの導入支援の実施に必要な工事費、報償費、旅費、需用

費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、補助金 

※１－１（２）及び１－２（２）①～③に定める対象経費に該当

するもので、複数のテクノロジーを組み合わせて導入する場

合に必要な経費が補助対象。 

※介護テクノロジーのパッケージ型導入支援の申請にあたって

は、介護ロボット等とＩＣＴを複数組み合わせることで、介護

ロボット等やＩＣＴを単独で導入するよりも効果が見込まれ

るような関連性のある機器が補助対象。 

※ＩＣＴについては、１－２（２）④通信環境機器等及び⑤保守

経費等は補助対象外とする。 

②見守り機器及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備に係る経 

 費 

・見守り機器及び見守り機器の導入に伴う通信環境整備に必要

な工事費、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及

び賃借料、備品購入費、補助金 

・障害者支援施設事業者及び共同生活援助事業者が見守り機器

を導入し、その機器を効果的に活用するために必要な通信環

境を整備するための経費として、次を対象とする。 

（通信環境整備に係る対象経費） 

・Ｗｉ-Ｆｉ環境を整備するために必要な経費（配線工事

（Ｗｉ-Ｆｉ環境整備のために必要な有線ＬＡＮの設

備工事も含む）、モデム・ルーター、アクセスポイン
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ト、システム管理サーバー、ネットワーク構築など） 

・職員間の情報共有や職員の移動負担を軽減するなど効

果・効率的なコミュニケーションを図るためのインカ

ム（デジタル簡易無線登録型等のＷｉ-Ｆｉ非対応型

のインカムを含む。） 

・見守り機器を用いて得られる情報をサービスの提供の

記録にシステム連動させるために必要な経費（見守り

機器を用いて得られる情報とシステム連動可能なサ

ービスの提供の記録ソフトウェア（既存のサービスの

提供の記録ソフトウェアの改修経費も含む）、バイタ

ル測定が可能なウェアラブル端末、見守り機器を用い

て得られる情報とソフトウェア間を接続するための

ゲートウェイ装置等） 

※見守り機器のメンテナンスに係る経費及び通信に係る経費は

補助対象外。 

（４）補助割合 直接補助：国１／２ 都道府県等１／２ 

間接補助：国１／２ 都道府県等１／４ 事業者負担１／４ 

（５）１施設・事業

所に対する基準額

（補助上限額） 

１施設・事業所あたり：10,000 千円 

（６）その他留意事

項 

介護テクノロジーのパッケージ型導入支援の申請にあたっては、

介護ロボット等とＩＣＴを複数組み合わせることで、介護ロボッ

ト等やＩＣＴを単独で導入するよりも効果が見込まれるような関

連性のある機器が補助対象。 
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